
決算プレゼンテーション資料

2026年3⽉期 第2四半期

2025年11⽉11⽇

木下でございます。
日頃は、当社への温かいご支援とご理解を賜り、誠にありがとうございます。
また、本日はご多忙の中、当社の決算説明会にご参加いただき、厚く御礼申し上げます。

それでは2026年3月期第2四半期決算について説明いたします。
プレゼンテーション資料3ページをご覧ください。
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∎ 本資料における表記
ローン・クレジットカード事業L・C事業
エム・ユー信⽤保証MUCG
前年同期⽐または前期⽐yoy
前期末⽐ytd
⾒通し(E)
EASY BUY Public Company LimitedEB､EASY BUY
ACOM CONSUMER FINANCE CORPORATIONACF
ACOM (M) SDN. BHD.ACM

∎ 免責事項

本資料の数値のうち、過去の事実以外の当社グループの計画、⽅針
その他の記載にかかわるものは、本資料の発表⽇現在において⼊⼿可
能な情報等に基づいて作成したものであります。しかしながら、当社グ
ループの事業展開上リスクとなる可能性がある要素が複数存在しており、
実際の業績等は⼤きく異なる可能性があります。
また、利息返還請求の動向は、外部環境の変化等に影響を受けやす

いことから不確実性が⾼く、その影響として利息返還損失引当⾦繰⼊
額を計上する場合があります。
最終の業績はこれらのリスクを含むさまざまな要因によって予想数値と

異なる可能性があります。

∎ 本資料に関するお問い合わせ

アコム株式会社 広報・IR室
(03)6865-6474
ir@acom.co.jp
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私からは、左側の項番1番、決算概要について説明いたします。
その後、項番2番の決算補足のうち、利息返還の状況、貸倒関連費用、金融費用について、広
報・ＩＲ室長の田仲より説明いたします。

それでは、4ページをご覧ください。
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国内事業の追加利⽤が好調だったことにより、順調に業容拡⼤
連結営業債権残⾼は、前期⽐＋5.9%(＋約1,600億円)の通期計画に対して、

前期末⽐＋2.8%(＋約760億円)の2兆7,903億円

連結
営業債権残⾼ 2兆7,903億円

(yoy＋6.3%)

ローン・クレジット
カード事業 1兆1,119億円

(yoy＋6.9%)

信⽤保証事業 1兆4,165億円
(yoy＋7.3%)

海外⾦融事業 2,514億円
(yoy▲1.4%)

(億円)L・C事業 信⽤保証事業 海外⾦融事業 yoyその他

まず連結全体の営業債権残高ですが、
棒グラフ一番右のとおり、2兆7,903億円となりました。
前期末比で2.8％、金額では約760億円の伸長となりました。

棒グラフ左から３つ目のとおり、今期は前期末比5.9％の増加を計画しています。
計画を若干下回るような水準に見えますが、これは海外金融事業において、為替が円高方向に
動いた影響によるものです。

なお、足元においては再び円安傾向であるため、期末の営業債権残高は、計画を若干上回って
着地する見込みです。

事業別の業容については、後ほど説明いたします。
5ページにお進みください。
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540億円
yoy+12.6%
進捗率61.0％

連結

305億円
yoy+16.7%
進捗率63.7％

ローン・クレジットカード事業

117億円
yoy+6.8%

進捗率52.5％
信⽤保証事業

109億円
yoy+6.9%

進捗率65.3％
海外⾦融事業

( )

( )

( )

( ) ( )

連結決算概要(業績)
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営業収益は、業容拡⼤に加え、円安の為替影響を受けたことから計画⽐＋1.0%(前年同期⽐＋6.0%)の1,656億円
営業利益は、計画⽐+13.8%(前年同期⽐+12.6%)の540億円
親会社株主に帰属する当期純利益は、計画⽐+14.6%(前年同期⽐+70.7%)の509億円

営業収益 営業利益

( )親会社株主に帰属する

当期純利益 509億円
yoy+70.7%
進捗率70.6%

+14.6％

+13.8％
2Q計画⽐

2Q計画⽐

1,656億円
yoy＋6.0%

進捗率49.9％
連結

899億円
yoy＋7.5%

進捗率50.0％
ローン・クレジットカード事業

398億円
yoy＋6.5%

進捗率49.3％
信⽤保証事業

325億円
yoy＋1.0%

進捗率50.8％
海外⾦融事業

( )

( )

( )

+1.0％
2Q計画⽐

続いて業績ですが、左側の営業収益は、業容拡大を主因に1,656億円、
計画に対して、+1.0％となりました。
進捗率は、通期計画に対して49.9％と順調に推移しております。

右側の営業利益は540億円、計画に対して、+13.8％となりました。
進捗率は、通期計画に対して61.0％と計画を上回って推移しています。

主な要因は、債権ポートフォリオが良化したことから引当率が低下し、貸倒関連費用が、計画以
上に抑えられたことによるものです。

右下の親会社株主に帰属する当期純利益は509億円、計画に対して、+14.6％となりました。
進捗率は、通期計画に対して70.6％と順調に推移しています。

主な要因は、第１四半期に税効果上の企業分類を「３」から「２」にランクアップしたことで、
法人税等調整額が利益方向に一時的に増加したことによるものです。

事業別の業容・業績について、次ページ以降で説明いたします。
6ページにお進みください。
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ローン・クレジットカード事業｜業容(マーケット⽐較)

6

個⼈向けカードローン市場のノンバンク業態*は、2020年3⽉期と⽐較して+9.0％まで拡⼤
 アコムのローン・クレジットカード事業においては、市場の拡⼤を上回り、同+21.4％の業容拡⼤
当2Qの営業債権残⾼は、既存顧客の利⽤が好調であったことから、前年同期⽐＋6.9％の1兆1,119億円

* ノンバンク業態は⽇本貸⾦業協会統計の営業貸付⾦残⾼（証書貸付を含む）、2025年6⽉数値は速報値

∎ 個⼈向けカードローン市場 ∎ ローン・クレジットカード事業

4.37 3.99 3.95 4.13 4.40 4.68 4.76

1.9%

▲8.7%

▲1.0%

4.7%
6.6% 6.2% 5.6%

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 25/6

ノンバンク業態* (兆円)

9,159 8,628 8,711 9,145 10,013 10,733 11,119

3.5%

▲5.8%

1.0%

5.0%

9.5%
7.2% 6.9%

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 25/9

営業債権残⾼ yoy (億円)

新型コロナウィルス感染症の
影響期間

新型コロナウィルス感染症の
影響期間

+21.4％
20/3⽐

+9.0％
20/3⽐

はじめに、ローン・クレジットカード事業の業容についてです。
個人向けカードローン市場と、比較して説明いたします。

左側には、ノンバンク市場の規模推移を示しております。
コロナ禍前の2020年3月期と比較すると、足もとでは、+9.0％まで拡大しております。

次にアコムについてですが、
アコムにおいては、お客さまの利便性に応じてご利用いただけるように、ローンおよびクレジット
の両方が使えるカードをお渡ししていますので、ここでは、ローンとクレジットカードを合算した
残高を表示しています。
ローン・クレジットカード事業は、こちら、9月末時点の数値ですが、2020年3月期比、
+21.4％拡大しており、市場よりも10ポイント以上の業容拡大を実現しています。

9月末時点の営業債権残高は、1兆1,119億円、前年同期比6.9％の増加となりました。
主な要因は、既存顧客の利用が好調であったことや、キャンペーンの実施などにより、
積極的に収入証明書を取得し、与信の見直しを継続的におこなっていることです。

7ページにお進みください。
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ローン・クレジットカード事業｜業績

7

営業収益は業容拡⼤を主因に、前年同期⽐＋7.5%の899億円
営業利益は、同+16.7%の305億円

∎ 営業収益 ∎ 営業利益
(億円) (億円)

1,402 1,512 1,595

157
182 2041,560

1,694 1,799

7.5% 8.6% 6.2%

24/3 25/3 26/3(E)

ローン クレジットカード yoy

747 799

88 99
836 899

9.6% 7.5%

24/9 25/9

261
305

30.9%
16.7%

24/9 25/9

417

140

480

2.7%

▲66.4%

242.1%

24/3 25/3 26/3(E)

営業利益 yoy

続いて業績です。

左側の営業収益は、業容拡大を主因に、899億円、7.5%の増収、
右側の営業利益は、305億円、貸倒関連費用の抑制を主因に、16.7％の増益となりました。

8ページにお進みください。
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信⽤保証事業｜業容(マーケット⽐較)

8

個⼈向けカードローン市場のバンク業態*は、2020年3⽉期と⽐較して▲7.3％の減少
 アコムの信⽤保証事業においては、同+14.9％の業容拡⼤
新規顧客及び既存顧客の利⽤が好調であったことから、当2Qの信⽤保証残⾼は前年同期⽐＋7.3%の1兆4,165億円

* バンク業態は⽇本銀⾏統計の国内銀⾏及び信⽤⾦庫の個⼈向けカードローン残⾼、2025年6⽉数値は速報値

∎ 個⼈向けカードローン市場 ∎ 信⽤保証事業

6.14
5.52 5.29 5.31 5.46 5.67 5.69

▲3.0%

▲10.1%

▲4.1%

0.4%
2.8% 3.7% 3.5%

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 25/6

バンク業態* yoy (兆円)

12,332 11,700 11,730 12,128 12,782 13,645
14,165

1.7%

▲5.1%

0.3%
3.4%

5.4% 6.7% 7.3%

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 25/9

信⽤保証残⾼ yoy (億円)

新型コロナウィルス感染症の
影響期間

新型コロナウィルス感染症の
影響期間

+14.9％
20/3⽐

▲7.3％
20/3⽐

続いて、信用保証事業についてです。
こちらも、市場と比較して説明いたします。

左側のバンク市場においては、2020年3月期と比較すると、▲7.3％となっており、
コロナ禍前の水準までまだ回復していません。

一方、右側、アコムの信用保証事業は、こちらも、9月末時点の数値ですが、
2020年3月期に対して、+14.9％拡大しており、コロナ禍前の水準を上回るまで回復していま
す。市場と比較しても20ポイント以上の業容拡大が図れています。

9月末時点の信用保証残高は、1兆４，１６５億円、７.3%の増加となりました。
主な要因は、新規及び既存のお客さまの追加利用が好調であったことや、
既存提携先と深度あるコミュニケーションを通じた連携強化に取り組んだことです。

9ページにお進みください。
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信⽤保証事業｜業績

9

営業収益は、業容拡⼤により、前年同期⽐＋6.5%の398億円
営業利益は、同＋6.8%の117億円

∎ 営業収益 ∎ 営業利益
(億円) (億円)

592 636 671

115 127 137707
763 808

6.8% 7.8% 5.9%

24/3 25/3 26/3(E)

アコム MUCG yoy

189 205

37 31
226 236 223

▲11.6%
4.3% ▲5.7%

24/3 25/3 26/3(E)

アコム MUCG yoy

311 330

62 67
373 398

7.2% 6.5%

24/9 25/9

92 98

16 18
109 117

▲4.8% 6.8%

24/9 25/9

続いて、業績です。

左側の営業収益は、業容拡大を主因に、398億円、6.5％の増収、
右側の営業利益は、117億円、6.8％の増益となりました。

10ページにお進みください。
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25 25

42

▲29.7%

0.7%

▲11.5%

24/9 25/9 26/3(E)

営業利益 yoy

海外⾦融事業(EASY BUY)｜業容・業績

10

 タイ王国のEASY BUY(現地通貨ベース)の営業債権残⾼は、前年同期⽐▲3.6%の556億バーツ
営業収益は、同▲4.4%の71億バーツ
営業利益は、貸倒関連費⽤の減少を主因に、同＋0.7%の25億バーツ

(億バーツ)(億バーツ)

74 71

143

0.5%

▲4.4% ▲3.2%

24/9 25/9 26/3(E)

営業収益 yoy (億バーツ)

∎ 営業収益∎ 営業債権残⾼ ∎ 営業利益

* 営業債権残⾼は営業貸付⾦残⾼と割賦売掛⾦残⾼の合計

577 556 553

0.9%

▲3.6% ▲2.3%

24/9 25/9 26/3(E)

営業債権残⾼* yoy

最後に海外金融事業です。
ここでは、タイ王国のEASY BUYについて説明いたします。

左側の営業債権残高は、タイ中央銀行による融資規制の影響により、5５６億バーツ、3.6％の
減少となりました。

中央の営業収益は、営業債権残高の減少により71億バーツ、4.4％の減収、
右側の営業利益は、貸倒関連費用の減少を主因に、25億バーツ、０．７％の増益となりました。

貸倒関連費用が減少した要因については、後ほど田仲より説明いたします。

１１ページにお進みください。
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資本政策

11* 連結総資産に信⽤保証残⾼を加算して算出した⾃⼰資本⽐率

持続的な企業価値向上に向けて、財務健全性維持及び収益⼒強化を図り、安定的・継続的な株主配当を堅持する

資本政策の基本的な考え⽅

23% 程度⾃⼰資本⽐率*

10% 程度ROE

50% 程度配当性向

2028年3⽉期末に⽬指す姿

23.4%⾃⼰資本⽐率*
⽬標とする23％達成

15.2%ROE
営業収益︓1,656億円 計画⽐＋1.0％
営業利益︓540億円 計画⽐＋13.8％

43.4% (予想)配当性向
中間配当は予想通り10円

2025年9⽉末時点

20円 ／ 中間10円 期末10円 (予想)

1株当たり配当額

当社の資本政策の基本的な考え方は、上段に記載のとおり、「持続的な企業価値向上に向けて、
財務健全性維持及び収益力強化を図り、安定的・継続的な株主配当を堅持する」としておりま
す。

中段にございます、「202８年３月期末に目指す姿」では、連結総資産に信用保証残高を含め
た自己資本比率を23％程度、ＲＯＥは10％程度を維持し、配当性向は５０％程度としておりま
す。

右側は、202５年9月末時点の状況です。
自己資本比率は23.4％、目標の23％を達成いたしました。
収益力であるＲＯＥは、15.2％となりました。
株主還元につきましては、安定的・継続的な株主配当を堅持すべく、
中間配当は計画どおり10円、期末配当予想も10円から変更いたしません。
なお、通期の配当性向は43.4%となる見込みです。

ひとつ飛ばして、１3ページへお進みください。
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2026年3⽉期 第2四半期 トピックス

ここからは、第2四半期のトピックスを説明いたします。

12



94 106 113 118 120 125 134
75 112 134

215 202 186

192 218 221 234 242 255 261

179
233

309

430
384 364

50.6 51.4 50.2 48.6 46.6 46.2 48.1

61.6 64.9
57.3

45.4 44.2 45.1

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3(E)

第2四半期 通期 新規獲得単価

トピックス｜新客数
 36.4万件の計画に対し、計画通り進捗(進捗率51.2％)
新規獲得単価は４万5千円と効率性を確保

13

(千件/千円)

新型コロナウィルス感染症の
影響期間

はじめに新客数についてです。

灰色の矢印では新客数の推移を表していますが、先ほど個人向けカードローン市場の説明を
した通り、ノンバンク市場は順調に拡大を続けています。

2021年3月期から、コロナの影響を受け、一時的に落ち込んでいましたが、2024年3月期以
降、マーケットの拡大に加え、ペントアップ需要により、想定を上回る新客数を獲得することがで
きました。

棒グラフの一番右に記載しているのが、今期の計画です。
ペントアップ需要の影響がなくなったことで、前期比で減少となるものの、
引き続き、新客数は好調に獲得できると考えています。

9月末時点の新客数は、18万6千件と、通期計画の36万4千件に対して、計画通り進捗してい
ます。

更に、折れ線グラフには新規獲得単価を示していますが、
足もとでは約4万5千円と、効率性を確保しながら集客することができています。

14ページにお進みください。
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285 263 269 289 305 313 312 344 383 409 411 403 406

204 229 239 246 237 241 257 224 226 228 226 232 228513 515 532 560 569 580 600 597 640 669 671 668 670

7.06% 6.90% 6.93%
7.13% 7.08% 7.06% 7.14%

7.62%

8.17% 8.25%

7.63%

7.16%
6.96%

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 25/9

破産更⽣債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
三⽉以上延滞債権
貸出条件緩和債権
不良債権⽐率

トピックス｜不良債権
不良債権残⾼は、670億円
債権の良化に伴い、不良債権⽐率は6.96％まで低下

14

(億円)新型コロナウィルス感染症の
影響期間

続いて、不良債権についてです。

グラフの一番右をご覧ください。
9月末時点の不良債権残高は、670億円となりました。

折れ線グラフには、不良債権比率を示しておりますが、足もとでは6.96％まで低下しています。
この要因は、貸倒発生率の高い取引期間の短いお客さまの構成比が低下したことにより、債権
が良化してきていることです。

また、お客さまへのご連絡を、一部自動音声に切り替えたことにより、ご連絡できる件数が大幅
に増加しました。これにより、より多くのお客さまへ効率よくご連絡ができるようになったことも
影響していると考えています。

15ページをお願いします。
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トピックス｜次期成⻑に向けた新規サービスへの挑戦

15

 提携先は順調に拡⼤し、
2025年9⽉末時点で20社に到達

 9⽉には、MUFGグループの中核企業である
三菱UFJニコスとの業務提携を開始

 GeNiEの業務提携先の拡⼤  新規事業創出プログラムの実施

 役員主導による、新規事業の創出や既存事業の
抜本的⾒直しを⽬的としたプログラムを実施

 30件を超えるビジネス提案を創出

提携社数推移

25/3 25/9 28/3(E)

8社
20社

30社以上

「次期成長に向けた新規サービスへの挑戦」について説明いたします。

左側をご覧ください。
まず、「GeNiEの業務提携先の拡大」についてです。

エンベデッド・ファイナンスを推進している、連結子会社のGeNiEですが、
昨年10月のサービス提供開始から、提携先を拡大し、今年9月末時点で20社に到達しました。
今中計で掲げている、30社以上の計画へ向け、順調に進捗しています。

9月には、同じくMUFGグループの一員で、中核企業である、三菱UFJニコスとの業務提携を
開始しています。

アコムの与信力、回収力を生かしたビジネスには価値があると確信しており、今後とも業務提
携先の開拓を推進してまいります。

16ページをお願いします。
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トピックス｜ACF(フィリピン) 、ACM(マレーシア)

16

(億ペソ)

 残⾼は現地通貨ベースで回復基調
 中計3ヶ年中の早期収益化を⽬指す

 ACF(フィリピン)｜営業債権残⾼

14.3 13.7 13.2 13.0 12.3 11.7 11.9 12.2 12.4 12.6
13.5

23/3 23/6 23/9 23/12 24/3 24/6 24/9 24/12 25/3 25/6 25/9

クアラルンプール

 ⼀部集客エリアを拡⼤したことに伴い、

2025年9⽉末時点で申込件数が 約3倍に増加
 中計3ヶ年でマレー半島全域をカバー予定

 ACM(マレーシア)｜集客エリア拡⼤

先ほどタイについては、決算概要をお伝えいたしましたので、タイ以外の進出国について説明
いたします。

左側に記載している、フィリピンのACFですが、残高は、回復基調にあります。
中計最終年度での単年度黒字を目指し、債権品質の維持・向上に取り組むとともに、営業債権
残高の拡大を図ってまいります。

右側、マレーシアのACMでは、これまでクアラルンプールのみで事業を展開していましたが、図
で赤く示しているとおり、一部集客エリアを拡大しました。
その結果、2025年9月時点で、申込件数が約3倍に増加しています。
集客エリアは順次拡大し、中計3ヶ年で、マレー半島全域をカバーする予定です。
これにより、クアラルンプールの人口約200万人から、マレー半島の人口約2千万人の方を対
象に、サービスを届けることができるようになります。

また、集客エリアの拡大に伴い、蓄積されたデータを活用し、与信モデルの高度化を推進し、中
計最終年度での単年度黒字を目指します。

17ページにお進みください。
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【基本給の上昇率推移】

トピックス｜⼈的資本

17* 株式会社リンクアンドモチベーションによる調査結果

BB

BBB BBB
A A A A

62.2
AA

20/9 21/8 22/2 22/8 23/2 23/11 24/11 25/8

エンゲージメント・レーティング*(格付)

過去最⾼

2026年3⽉期2025年3⽉期2024年3⽉期

4.1％4.9％5.2％

22.6% 39.1% 54.8%
103.8% 96.7%

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

【男性社員の育休取得率推移】

社員意識調査のエンゲージメントスコア*は
過去最⾼、初のAAレーティングを獲得

報酬

働き⽅改⾰

 初任給の引上げ（⼤学卒27万円 → 30万円）
 基本給の引上げ

 育休からの、早期復職者に対する⽀援⼿当の⽀給（7万/⽉）
 男性社員の育休取得促進

14.9%UP

ここまで説明してきた各事業を運営しているのは、社員です。

当社グループが持続的に成長していくためには、多様な人材の能力・アイディア・価値観等を尊
重し、社員が「働きがい」「働きやすさ」を実感できる社内環境を整備することが必要です。

左側に記載していますが、「働き方改革」として、出産後、男性も女性も1年以内に復職した社員
に対して、一定期間、毎月7万円の手当を支給することや、ベビーシッター利用補助制度を導入
しました。
折れ線グラフには、育休取得率の推移を示していますが、集計のタイミングと取得日にズレがあ
るため、100％には届いていませんが、全社員が取得しています。
その下、「報酬」については、大学卒に対する初任給を、27万円から30万円へ引き上げました。
社員に対しては、基本給の引き上げを実施し、足もとでは、定期昇給を合わせると4.1％の上昇
となっています。2024年3月期から3年連続、合計で14.9％の賃上げとなりました。

これらの施策を実施したことにより、右側に記載のとおり、社員意識調査におけるエンゲージメ
ント・スコアは過去最高の62.2、初のAAレーティングを獲得することができました。

今後も、中核3事業の安定成長を目指し、邁進してまいります。
皆さまの変わらぬ「ご支援」「ご指導」を賜りますことをお願いして、
私からの説明を終了いたします。

ご清聴、ありがとうございました。

17



2026年3⽉期 第2四半期 決算補⾜

広報・ＩＲ室の田仲でございます。

それでは私からは、10分程度のお時間をいただき、
決算の補足として、利息返還請求関連、貸倒関連費用、金融費用について説明いたします。

それでは、プレゼンテーション資料３０ページをお願いします。
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1,790 1,908 2,012

822 913 975

11.2% 6.6% 5.4%

24/3 25/3 26/3(E)

ローン クレジットカード yoy

1,855 1,963

875 974

8.8% 5.8%

24/9 25/9

ローン・クレジットカード事業｜業容

19

既存顧客の利⽤が好調であったことから、営業債権残⾼は前年同期⽐＋6.9%の1兆1,119億円
利⽤者数は同＋5.8%の1,963千件

* クレジットカード事業の利⽤者数は、有効会員数

∎ 営業債権残⾼ ∎ 利⽤者数*

(億円、()内はローン) (千件)

8,790 9,360 9,889

1,223 1,373 1,53610,013 10,733 11,425

9.5%
(8.4%) 7.2%

(6.5%)
6.4%

(5.6%)

24/3 25/3 26/3(E)

ローン クレジットカード yoy

9,099 9,668

1,307 1,451
10,406 11,119

8.6%
(7.7%)

6.9%
(6.3%)

24/9 25/9
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1,855 1,943

875 974

8.8% 4.8%

24/9 25/9

ローン・クレジットカード事業｜業容(アコム)

20

既存顧客の利⽤が好調であったことから、営業債権残⾼は前年同期⽐＋6.5%の1兆1,080億円
利⽤者数は同＋4.8%の1,943千件

* クレジットカード事業の利⽤者数は、有効会員数

∎ 営業債権残⾼ ∎ 利⽤者数*

(億円、()内はローン) (千件、()内は貸付単価(千円))

8,790 9,340 9,816

1,223 1,373 1,53610,013 10,714 11,352

9.5%
(8.4%) 7.0%

(6.3%)
5.9%

(5.1%)

24/3 25/3 26/3(E)

ローン クレジットカード yoy

1,790 1,897 1,971

822 913 975

11.2% 6.0% 3.9%

24/3 25/3 26/3(E)

ローン クレジットカード yoy

9,098 9,629

1,307 1,451
10,406 11,080

8.6%
(7.7%)

6.5%
(5.8%)

24/9 25/9

(494)(489)(490) (491) (497)
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ローン・クレジットカード事業｜新客数(アコム)

21

新客数は、前年同期⽐▲8.1%の186,461件
広告宣伝費は、同▲1.7％の84億円

∎ 新客数(無担保) ∎ 広告宣伝費(アコム)
(件) (億円)

430,377
384,219 364,000

39.0%
▲10.7% ▲5.3%

24/3 25/3 26/3(E)

新客数 yoy

195
170 170

10.0%
▲12.9% ▲0.1%

24/3 25/3 26/3(E)

広告宣伝費 yoy

202,931 186,461

▲5.6% ▲8.1%

24/9 25/9

85 84

▲15.9% ▲1.7%

24/9 25/9
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ローン・クレジットカード事業｜利回り・貸倒損失(アコム)

22

 ローン・クレジットカード事業の期中平均利回りは、前年同期⽐＋13bpsの14.94%
貸倒損失率は、同▲7bpsの3.70%

*1 クレジットカードにおける利回りはリボルビング残⾼と⼿数料より算出 *2 貸倒損失額及び損失率は利息返還請求に起因する債権放棄分を除く *3 貸倒損失率の24/9及び25/9は年率換算

∎ 期中平均利回り*1 ∎ 貸倒損失額・損失率*2

(億円)ローン クレジットカード ローン・クレジットカード ローン クレジットカード 貸倒損失率*3

14.97% 15.07%

13.14% 13.18%

14.77% 14.85%

24/3 25/3

297 325 332

56
68 75354
394 407

3.54% 3.68% 3.58%

24/3 25/3 26/3(E)

163 168

33 36
196 205

3.77% 3.70%

24/9 25/9

15.03%
15.17%

13.14%
13.29%

14.81%
14.94%

24/9 25/9
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信⽤保証事業｜業容

23

新規顧客及び既存顧客の利⽤が好調であったことから、信⽤保証残⾼は前年同期⽐＋7.3%の1兆4,165億円
利⽤者数は同＋7.4%の2,113千件

∎ 信⽤保証残⾼ ∎ 利⽤者数
(億円) (千件)

10,984 11,688 12,491

1,797 1,956 2,10312,782 13,645
14,594

5.4% 6.7% 7.0%

24/3 25/3 26/3(E)

アコム MUCG yoy

1,625 1,722 1,857

272 314 3531,898 2,037
2,210

4.6% 7.3% 8.5%

24/3 25/3 26/3(E)

アコム MUCG yoy

11,314 12,127

1,887 2,037
13,202

14,165

6.3% 7.3%

24/9 25/9

1,670 1,782

296 331
1,967 2,113

6.5% 7.4%

24/9 25/9
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1,670 1,782

5.4% 6.7%

24/9 25/9

1,625 1,722 1,857

4.5%
6.0%

7.8%

24/3 25/3 26/3(E)

利⽤者数 yoy

信⽤保証事業｜業容(アコム)

24

 アコム単体の信⽤保証残⾼は前年同期⽐＋7.2%の1兆2,127億円
利⽤者数は同＋6.7%の1,782千件

∎ 信⽤保証残⾼ ∎ 利⽤者数
(億円) (千件、()内は貸付単価(千円))三菱UFJ銀⾏ 地⽅銀⾏等 yoy

(680)(677)
5,483 5,591

5,501 6,097

10,984 11,688 12,491

5.2% 6.4% 6.9%

24/3 25/3 26/3(E)

(675) (678) (672)
5,521 5,672

5,792 6,455

11,314 12,127

5.9% 7.2%

24/9 25/9
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信⽤保証事業｜求償債権・貸倒損失(アコム)

25

求償債権は、前年同期⽐＋2.5%の605億円
貸倒損失率は、同▲4bpsの2.46%

*1 求償債権残⾼とは、保証履⾏未償却債権残⾼ *2 貸倒損失率の24/9及び25/9は年率換算

∎ 求償債権残⾼*1 ∎ 貸倒損失額・損失率
(億円) (億円)貸倒損失額 貸倒損失率*2

583 590

2.0% 1.2%

24/3 25/3

求償債権残⾼ yoy

267
299

2.31% 2.44%

24/3 25/3

591 605

0.8% 2.5%

24/9 25/9

149 157

2.50% 2.46%

24/9 25/9
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マレーシア
ACOM (M) SDN. BHD.

100.00%︓出資⽐率
2021年7⽉︓設⽴年⽉
無担保ローン事業︓事業内容

海外⾦融事業｜グローバル事業基盤

26

タイ王国
EASY BUY Public Company Limited

71.00%︓出資⽐率
1996年9⽉︓設⽴年⽉
無担保ローン事業、インストールメントローン事業︓事業内容

フィリピン共和国
ACOM CONSUMER FINANCE CORPORATION

80.00%︓出資⽐率
2017年7⽉︓設⽴年⽉
無担保ローン事業︓事業内容
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海外⾦融事業｜営業債権残⾼*1

27

営業債権残⾼(円ベース)は、 EASY BUYの減少により、前年同期⽐▲1.4%の2,514億円
 タイ王国のEASY BUY(現地通貨ベース)の営業債権残⾼は、同▲3.6%の556億バーツ

*1 営業債権残⾼は営業貸付⾦残⾼と割賦売掛⾦残⾼の合計 *2 為替レート(バーツ) : 4.36円(24/9) 、4.44円(25/9) 、為替変動 : ＋0.08円

∎ 海外⾦融事業(円ベース)*2 ∎ EASY BUY(現地通貨ベース)
(億円) (億バーツ)

為替影響 +42億円

2,400 2,630 2,569

31
34 402,432

2,667 2,624

10.8% 9.7%
▲1.6%

24/3 25/3 26/3(E)

EASY BUY ACF yoy

為替影響 +291億円

581 566 553

2.2% ▲2.5% ▲2.3%

24/3 25/3 26/3(E)

営業債権残⾼ yoy

2,516 2,470

33 34
2,550 2,514

8.0%
▲1.4%

24/9 25/9

577 556

0.9% ▲3.6%

24/9 25/9

27



海外⾦融事業｜営業収益

28

営業収益(円ベース)は、円安の為替影響により、前年同期⽐＋1.0％の325億円
 EASY BUY(現地通貨ベース)の営業収益は、同▲4.4%の71億バーツ

*1 報告セグメント別の営業収益 *2 為替レート(バーツ) : 4.21円(24/9)、4.43円(25/9) 、為替変動 : ＋0.22円

∎ 海外⾦融事業(円ベース)*1*2 ∎ EASY BUY(現地通貨ベース)
(億円) (億バーツ)

為替影響 +15億円

601 635 619

17 18 19
618 654 641

9.5% 5.7% ▲2.0%

24/3 25/3 26/3(E)

EASY BUY ACF yoy

為替影響 +39億円

148 147 143

1.4%
▲0.7%

▲3.2%

24/3 25/3 26/3(E)

営業収益 yoy

312 314

9 9
322 325

7.3% 1.0%

24/9 25/9

74 71

0.5%

▲4.4%

24/9 25/9
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236 204

▲7 ▲4

223
193

13.7%
▲13.5%

24/3 25/3

海外⾦融事業｜営業利益

29

営業利益(円ベース)は、前年同期⽐＋6.9%の109億円
 EASY BUY(現地通貨ベース)の営業利益は、貸倒関連費⽤の減少を主因に同＋0.7%の25億バーツ

* セグメント利益

∎ 海外⾦融事業(円ベース)* ∎ EASY BUY(現地通貨ベース)
(億円) (億バーツ)

58
47 42

4.4%
▲18.9% ▲11.5%

24/3 25/3 26/3(E)

営業利益 yoyEASY BUY ACF yoy

107 113

▲2 ▲2

102 109

▲25.4%
6.9%

24/9 25/9

25 25

▲29.7%

0.7%

24/9 25/9
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利息返還請求件数*

30

当第2四半期までの請求件数は、前年同期⽐▲21.2%の4,100件
 2026年3⽉期の請求件数は、前期⽐▲20%程度を予想

* 利息返還請求件数は、弁護⼠・司法書⼠受任債権発⽣件数のうち、当社が利息制限法に基づいて再計算した結果、利息返還⾦が発⽣する件数(再受任分を含む)

2024年3⽉期 2025年3⽉期 2026年3⽉期

14,000件（yoy▲23.9%） 9,600件（yoy▲31.4%） 4,100件（yoy▲21.2%）

(件)

4,100
3,400 3,400

3,100 2,900
2,300 2,200 2,200 2,100 2,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

利息返還請求件数

はじめに、利息返還請求関連について説明いたします。

右側をご覧ください。
当第２四半期までの利息返還請求件数は、前年同期比21.2％減少の4,100件となりました。

通期における請求件数は、トップボックス２つ目に記載の通り、前期比２０％程度の減少を予想
しておりましたので、想定通り減少しております。

3１ページをお願いします。
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利息返還損失

31

当第2四半期の取崩しは、前年同期⽐▲45.2%の65億円
引当⾦残⾼は414億円
 2026年3⽉期の取崩額は前期⽐▲25%程度を予想

2024年3⽉期 2025年3⽉期 2026年3⽉期

273億円（yoy▲3.9%） 223億円（yoy▲18.3%） 65億円（yoy▲45.2%）

(億円)

62 61 60 60 52 55
44 49

24
34

8 7 6 6
5 6

4
5

2
3

70 68 66 67
57 61

48
55

27
38

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

利息返還⾦ 貸倒損失(債権放棄)

次に利息返還損失について説明いたします。右側をご覧ください。

当第２四半期までの利息返還損失引当金の取崩額は前年同期比４５．２％減少の６５億円とな
りました。

通期の利息返還損失引当金の取崩額は、トップボックス３つ目に記載の通り、
２５％程度の減少を予想しておりましたので、想定を大きく上回る減少となりました。

引き続き、時効の到来などにより対象のお客さまは着実に減少しております。
今後も特定法律事務所の広告活動など、動向を注視してまいります。

続きまして、貸倒関連費用について説明いたしますので、３２ページをお願いします。
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貸倒関連費⽤

32

貸倒関連費⽤(連結)は、EASY BUYの減少により、前年同期⽐▲0.2％の531億円
 EASY BUYの貸倒関連費⽤は同▲7.1％の109億円

∎ 貸倒関連費⽤(連結) ∎ 貸倒関連費⽤(EASY BUY)
(億円) (億円)

現地通貨ベースのyoy

21.9%▲3.4%

アコム EASY BUY yoyその他 貸倒損失額 貸倒引当⾦増減額 yoy

▲11.7%63.7%

709 740 

191 248 

979 1,056 1,118 

21.7%
7.9% 5.8%

24/3 25/3 26/3(E)

205 239

▲14

8191
248

4.0%
29.7%

24/3 25/3382 383

118 109

532 531

14.5%
▲0.2%

24/9 25/9

120 128

▲2 ▲19

118 109

74.5%

▲7.1%

24/9 25/9

左側の連結貸倒関連費用は、前年同期比０．２％減少の５３１億円となりました。
主な要因は、右側のEASY BUYの貸倒関連費用が７．１％減少となったことによるものです。

減少した主な要因は、営業債権残高の減少および延滞の抑制により、貸倒引当金の戻し入れ
が発生したことで、貸倒引当金増減額が前年同期比で減少したことです。

3３ページをお願いします。
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貸倒関連費⽤(アコム)

33

貸倒関連費⽤は、前年同期⽐＋0.5%の383億円

∎ 貸倒関連費⽤ ∎ 貸倒引当⾦・債務保証損失引当⾦(億円)

貸倒引当⾦ 債務保証損失引当⾦

(億円)

683 724
787

108 113 121

24/3 25/3 26/3(E)

yoy
+66億円

yoy
＋41億円

▲25億円

▲3382 ＋16 ▲11 383

8.8% 0.5%

24/9 25/9

貸倒損失 貸倒引当⾦増減額 債務保証損失引当⾦増減額

＋24億円当2Q:
＋35億円－) 前2Q:
▲11億円ネット:

yoy

718 748

109 111

24/9 25/9

ytd
+35億円

ytd
＋24億円

▲11億円

続きまして、アコム単体の状況を説明いたします。

左側の貸倒関連費用は前年同期比０．５％増加の38３億円となりました。
その内訳は、貸倒損失額が１６億円の増加、貸倒引当金増減額は１１億円の減少、
債務保証損失引当金増減額は３億円の減少となりました。

ここで、貸倒損失額と貸倒引当金増減額の増減要因ついて、説明いたします。
貸倒損失額が増加した要因は、業容拡大によるものです。
なお、貸倒発生率の高い取引期間の短いお客さまの構成比が少しずつ低下しており、ローン・
クレジットカード事業および信用保証事業の貸倒損失率は徐々に下がっていくと見込んでいま
す。

続きまして、右側、貸倒引当金増減額について説明いたします。
前年の第２四半期においては、営業債権残高や求償債権残高が増加し、引当率も上昇した結
果、引当金残高は期末比で３５億円増加しました。
当第２四半期においては、営業債権残高や求償債権残高は増加しているものの、債権の良化
に伴う引当率の低下により、引当金残高は期末比で２４億円の増加に留まりました。
結果、貸倒引当金増減額は１１億円の減少となりました。

最後に、金融費用について説明いたしますので、３４ページをお願いします。

33



30 38

17
19

49
57

72

22.8% 16.6% 25.3%

24/3 25/3 26/3(E)

⾦融費⽤

34

⾦融費⽤(連結)は、前年同期⽐＋24.0%の33億円
⾦融費⽤(アコム)は、同＋42.1％の25億円

∎ ⾦融費⽤(連結) ∎ ⾦融費⽤(アコム)
(億円) (億円)アコム EASY BUY yoyその他

30
38

60

19.5% 25.0%
55.6%

24/3 25/3 26/3(E)

⾦融費⽤ yoy

18 25

9
827
33

23.3% 24.0%

24/9 25/9

18
25

30.4% 42.1%

24/9 25/9

左側の連結金融費用は前年同期比24.0％増加の３３億円となりました。

要因は、右側、アコム単体の金融費用が４２．１％増加となったことによるものです。

この要因は２つあります。
3５ページをご覧ください。
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⾦融費⽤｜資⾦調達残⾼(アコム)

35

資⾦調達残⾼は前年同期⽐＋354億円の6,436億円
期中平均調達⾦利は、同+21bpsの0.82%

∎ 資⾦調達残⾼ ∎ 借⼊先別構成⽐
(億円)

三菱UFJ銀⾏ 34.8%

直接調達
30.3%

間接調達
69.7%

固定⾦利⽐率
79.5%

⻑期借⼊⽐率
93.0%

1年以内返済予定額
2,473億円

間接 直接 期中平均調達⾦利

4,234 4,300 4,331

1,649 1,949 2,350
5,884 6,249 6,681

0.56% 0.63%
0.92%

24/3 25/3 26/3(E)

4,431 4,486

1,649 1,949

6,081 6,436

0.61%
0.82%

24/9 25/9

１つ目は、左側、資金調達残高が営業債権残高の増加を背景に、
前年同期比354億円増加の6,４３６億円となったこと。
２つ目は、折れ線グラフの期中平均調達金利が市場金利の上昇に伴い、
21bps上昇の0.８２％となったことによるものです。

右側に円グラフで借入先別構成比を記載しております。
直間比率は直接３０．３％、間接６９．７％、うち三菱ＵＦＪ銀行からの調達比率は3４.８％となって
おります。金利動向は、不透明な状況が続いておりますが、長期借入比率は9３．０％、
固定金利比率は７９．５％となっております。

今後においても長期固定化を前提としつつ、長期・短期、固定・変動などの借入比率の最適化
を行うとともに、金融費用の抑制に取り組んでまいります。

３７ページ以降には、個人向けカードローン市場の規模推移、中期経営計画などを掲載してお
りますので、ご参考にしていただければと思います。

以上が第２四半期決算の補足説明です。

みなさまの変わらぬ「ご支援」「ご指導」を賜りますことをお願いして、
私からの説明を終わりにいたします。ご清聴ありがとうございました。
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質疑応答 

 
Q1： 

 

A1： 

同業他社は無人店舗を全廃する方針を示しているが、御社は将来的な全廃を見据えて

いるのか？ 

○将来的に全廃になる可能性は否定しないが、現中計期間で全廃する考えはない。 

○無人店舗には「直接来店する新規顧客」と「当社から誘導される顧客」の２種類があり、

前者は店舗があることで来店される。店舗がなければ Web に 20～30％程度の顧客

が流れると試算しているが、現状では店舗を維持する方が利益貢献が大きいと判断し

ている。 

 

Q2： 

 

A2： 

ローソンやゆうちょなどの提携 ATM が増加しているが、ATM の増加に対する御社の考

えは？ 

○提携拡大の目的は顧客の利便性向上である。 

○顧客行動に大きな変化は見られないが、セブンイレブンだけでなくローソンやゆうちょ利

用者へも対応できるよう提携を拡大した。 

 

Q3： 

 

A3： 

MUFG がノンバンクとの提携を強化しているが、この動きが御社に与える影響や今後の

連携の可能性は？ 

○GeNiEがニコスとの提携に加え、リクルートMUFGとの提携も実現するなど、MUFG

グループ内での連携を図ることができている。 

○エムットに関する連携については、銀行カードローンがエムットに組み込まれる場合、当

社が保証を担う可能性がある。当社はMUFGグループ内で消費者金融事業や信用保

証事業を担っている立場であり、今後も連携の機会はあると考えている。 

 

Q4： 

 

A4： 

期末の着地見込みについて、通期計画を上振れる可能性があるのか？また、下期に向け

て留意すべき費用項目について教えてほしい。 

○上期は残高増加による営業収益の上振れと、債権ポートフォリオ改善による貸倒関連

費用の抑制で、非常に良好な決算となった。 

○一方で、上期計画分の費用が下期に繰り越される見込みに加え、新規集客の好調さを

踏まえ広告宣伝費の追加投資を検討している。さらに、利息返還請求件数の月次推移

にばらつきがあることから、業績予想は保守的に据え置いている。 
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Q5： 

 

A5： 

無担保ローンの新客数は前年同期比で減少が続いているが、来期も同様の傾向が続く 

見通しか？ 

○今期の新客数は 36 万 5,000 件程度、最大で 37 万件程度を見込んでいるが、前期

比では減少する見通しである。一方で、マーケット自体は拡大していると考えているた

め、2027 年３月期は今期を上回る水準になると見込んでいる。 

 

Ｑ６： 

 

Ａ６： 

期末の利益が上振れて着地した場合、資本の積み上げが進むと考えられるが、来期以降

の増配の可能性は？ 

○配当については、安定的かつ継続的な株主配当を堅持するという基本方針である。 

○増配の可能性は否定しないが、現時点において社内で決定された事項はなく、増配を

断言することはできない。 

 

Ｑ７： 

 

Ａ７： 

貸倒関連費用について、第１四半期で引当率が低下していたが、第２四半期で上昇した

要因は何か？ 

○顧客の利用状況や利用額などに関連して、多少ポートフォリオが変動することがあり、

その影響によるものだと考えている。しかし、債権の内容が大幅に悪化しているわけで

はないので、安心していただきたい。 

 

Ｑ８： 

 

Ａ８： 

下期において、上期と比較して大きく計上される予定の費用項目には、どのようなものが

あるか？ 

○特段大きな費用は想定していない。 

○ただし、上期に使用予定だったものが下期にずれ込むケースがある。加えて、成長に向

けた投資として、新規集客にかかる広告宣伝費が若干上振れする可能性がある。 

 

Ｑ９： 

 

Ａ９： 

GeNiEの提携先の拡大が好調に進捗しているが、当初想定していた業績貢献のタイミン

グが前倒しになるなど、連結業績に対して良い影響が生じるのか？ 

○GeNiE については、中期経営計画の最終年度で 30 社との提携を目標としていたが、

３分の１の期間で 20 社と提携することができた。 

○提携には関係性の強弱があり、３つの形態に分類できる。強固な提携は、提携先と完全

にタイアップした形態であり、簡易な提携は提携先のホームページやアプリに GeNiE

ボタンを設置し、ローン申込機能を付加する程度のものだ。 

○強固な提携のほうが新規申込件数は数十倍に上るため、今後は 30 社という数値目標

よりも、関係性の強い提携先をいかに拡大するかが重要な要素になると考えている。 

○消費者金融事業はフロー型ビジネスとは異なり、一定の残高が積み上がらないと利益

貢献に繋がらない。利益貢献のタイミングは、次の中計の初年度ないし２年目に単年度

黒字化できればよいと考えている。 
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Ｑ10： 

 

Ａ10： 

下期は集客を強化するために費用を投下する方針との説明があったが、顧客獲得単価の

上昇をどの程度許容する判断なのか？ 

○現在の獲得単価が４万５千円で、多少効率が悪化し単価が上昇したとしても、十分に利

益が確保できる水準であると理解している。 

○他社では LTV という指標で開示されているが、良質な顧客を獲得できれば LTV は上

昇し、１人当たりの収益性が高まる。したがって、単純に４万５千円から４万７千円まで許

容するという考え方ではなく、獲得した顧客からもたらされる利益との比較によって、獲

得単価の妥当性が決まる。 

○現時点の獲得した顧客からもたらされる利益を踏まえると、単価が多少上昇しても長

期的には利益面でプラスになると考えている。 

 

Ｑ11： 

Ａ11： 

現状の水準と比較して、債権のクオリティが今後さらに向上する可能性があるのか？ 

○新客数の減少と残高の母集団の拡大により、新規比率が低下し、引当率は下がると予

想していた。しかし、実際には想定以上に引当率が低下している。 

○主な要因は、２点ある。 

①自動音声によるオートコール機能を導入し、顧客への連絡を自動化したことで、人員

を本来対応すべき顧客に集中できるようになったこと 

②新規獲得件数の減少により、従来新規対応に充てていた人員を延滞相談の業務に

振り向け、重点対応が可能となったこと 

○さらに、マーケット全体で返済を履行する顧客が増加している傾向もあると感じており、

債権のクオリティは今後さらに良化する可能性があると考えている。 

 

Ｑ12： 

 

Ａ12： 

利用者の返済率が上昇している要因として、既存顧客の利用残高が積み上がりやすくな

っている、あるいは返済期間が長期化しているといった背景があるのか? 

○直近では新規利用者の 1 年以内完済率が高まっている。これは市場全体で債権の質

が向上していることを示す指標であると考えている。 

○また、新規顧客の属性を見ると、コロナ前は男性 70%、女性 30%だったが、現在は男

性 65%、女性 35%と女性比率が上昇している。私の仮説では、従来借入に慎重だっ

た層、特に女性の心理的ハードルが下がり、借入が増えている可能性があると考えて

いる。 

○今後、この傾向がどこまで続くかは不透明だが、借入に対して保守的だった層の裾野が

広がっていることから、新客数は今後も増加すると考えている。 

 

 
以上 


